
親元就農者経営安定支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、親元就農者を確保するため、市町村が親元就農者経営安定支援事業実

施要領（以下、「実施要領」という。）に基づいて実施する事業に要する経費に対し、

予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交

付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほ

か、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及びその補助率） 

第２条 前条に規定する事業の事業実施主体、補助対象経費及び補助率等は別表に定め

るとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、補助金交付申請書（様式第１号）

を別に定める期日までに、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やか

に交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第２号）を市町村長に通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 市町村長は、補助事業の内容の変更（別表に定める軽微な変更は除く。）をしよ

うとするときは、補助金変更承認申請書（様式第３号）を提出して知事の承認を受

けなければならない。 

（２） 市町村長は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃

止）承認申請書（様式第４号）を提出して知事の承認を受けなければならない。 

（３） 市町村長は、事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は事業等の遂

行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。 

 

（補助金の交付） 

第６条 補助金の交付は精算払いとする。ただし、知事が必要と認める場合は、概算払

いにより交付することができるものとする。 

２ 前項の規定により概算払いを受けようとするときは概算払請求書（様式第５号）を

知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第７条 市町村長は、補助金の交付決定があった年度の１１月３０日現在の事業遂行状

況を補助金事業遂行状況報告書（様式第６号）により、当該年度の１２月１５日まで



に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項に定める時期のほか、事業の円滑な執行を図るために必要があると認

めるときは、市町村長に対して補助金の遂行状況報告を求めることができる。 

 

（実績報告の提出、提出期限） 

第８条 市町村長は、補助金の交付を受けた者（以下「交付対象者」という。）が、補助

金の交付決定のあった年度（以下「当該年度」という。）の３月末日において実施要領

第６で定める返還規定（以下「返還規定」という。）に該当しないことを確認し、実績

報告書（様式第７号）を、当該年度の翌年度の４月１０日までに知事に提出するものと

する。ただし、当該年度の途中で当該市町村の交付対象者全員への交付が終了し、事業

が完了したとき（以下「事業完了日」という。）又は事業の中止（廃止）の承認を受け

たときは、事業完了日若しくは中止（廃止）の承認を受けた日から起算して１箇月を経

過した日又は４月１０日のいずれか早い期日までに返還規定に該当しないことを確認

し、知事に提出するものとする 

２ 知事は、前項に定める時期のほか、事業の円滑な執行を図るために必要があると認

めるときは、市町村長に対して補助金の実績報告を求めることができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、事業の完了又は中止（廃止）に係る実績報告を受けたときは、当該報

告に係る事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するもの

であるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

市町村長に通知するものとする。 

 

（書類の保管） 

第 10 条 補助金の交付を受けた市町村長は、この事業に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整理し事業終了の年度の

翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。 

 

（その他） 

第 11 条 本要綱に定めるもののほか、必要事項は別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日に限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基

づき交付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有す

る。 

３ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、令和５年３月３１日以前に

本要綱に基づき実施している事業については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 



別表 

 

事業実施主体 補助対象経費 補助率 軽微な変更 

市町村 実施要領に基
づいて行う事
業に要する経
費 
 

市町村が交付す
る額の２分の１
以内 
 
 

事業目的の達成に支障をき
たさない事業計画の細部の
変更であって、交付決定を
受けた補助金の増減を伴わ
ない場合（交付対象者の内
訳の変更等） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第３条関係） 

                            番        号 

                            令和 年  月  日 

山 梨 県 知 事    殿 

 

                       市 町 村 長     印 

 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金交付申請書 

 

  令和○○年度において、次のとおり事業を実施したいので、親元就農者経営安定支援事業費補助

金交付要綱第３条第１項の規定に基づき、補助金交付を申請します。 

 

  １ 補助金交付申請額         円 

   

２ 添付書類 

（１）事業実施計画書（別紙１） 

 

（２）知事が必要と認めるもの 

 

 



（別紙１） 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業実施計画書 

 

１ 事業の目的 

 

 

 

 

２ 事業の内容 
 

交付対象者数 

（人） 

交付額 

（円） 

  

 

 

 



３ 経費の配分及び負担区分 

 

補助事業に要する経費 

（又は補助事業に要した

経費） 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分 経費積算 

の根拠 

県費 

（Ａ） 

市町村費 

（Ｂ） 

円 円 円  

   

４ 収支予算（決算） 

 

（1）収入の部 

区   分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 
備 考 

増 減 

県  費 円 円 円 円  

市町村費 

 
     

合     計      

 

 

（2）支出の部 

本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 

備 考 

増 減 

円 円 円 円  

 

５ 事業完了（予定）年月日    年  月  日

 

 



 

 

様式第２号（第４条関係） 

                            番      号 

                                                      令和 年 月 日 

 

市 町 村 長     殿 

 

 

                                        山 梨 県 知 事  印 

                                       

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金交付決定通知書 

 

  令和○○年○○月○○日付け第○○号をもって申請のあった親元就農者経営安定支援事業費補

助金については、同補助金交付要綱第４条により、次のとおり交付を決定する。 

 

 

 １ 補助金の交付対象となる事業及びその内容は、補助金交付申請書の記載のとおりとする。 

 

 ２ 交付決定額は、次のとおりとする。 

 

 

 

交付決定額      金         円 

 

 

 

 ３ 補助金の交付の条件は山梨県補助金等交付規則第６条に規定するもののほか、次のとおりと

する。 

 

（１） 市町村長は、補助事業の内容の変更（別表に定める軽微な変更は除く。）をしようとす

るときは、補助金変更承認申請書（様式第３号）を提出して知事の承認を受けなければなら

ない。 

 

（２） 市町村長は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃止）承

認申請書（様式第４号）を提出して知事の承認を受けなければならない。 

 

（３） 市町村長は、事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は事業等の遂行が困難

となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 

（４） 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、規則第１７条第３項に基づいた延滞金

を県に納付しなければならない。 

 



 

 

※親元就農者経営安定支援事業実施要領第６の規定に該当することが明らかになった場合には、交

付決定額の一部又は全部が返還となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第３号（第５条関係） 

                           番         号 

                            令和 年  月  日 

 

山 梨 県 知 事    殿 

 

                       市 町 村 長   印 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金変更承認申請書 

 

  令和○○年○○月○○日付け第○○号で交付決定のあった親元就農者経営安定支援事業費補助

金について、同補助金交付要綱第５条の規定により申請します。  

 

 １ 変更の理由 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

３ 添付書類 

  （１） 事業実施計画書 （別紙１に準ずる） 

 

  （２） 知事が必要と認めるもの 

 

 

（注） 

   事業実施計画書については、補助金の交付決定を受けた事業の内容及び経費の配分と変更

後の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書とし、変

更前を括弧書で上段に記載すること。 

  

 

 

  



 

 

様式第４号（第５条関係） 

                            番      号 

                                                       令和 年 月 日 

 

 

山 梨 県 知 事 殿 

 

 

市 町 村 長     印 

 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金中止（廃止）承認申請書 

 

 令和○○年○○月○○日付け第○○号で交付決定のあった親元就農者経営安定支援事業費補助

金について、次のとおり中止（廃止）したいので、同補助金交付要綱第５条の規定により申請しま

す。 

 

 

 １ 中止（廃止）の理由 

 

     （できるだけ具体的に記入すること） 

 

 

 

  ２ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第５号（第６条第２項関係） 

                            番      号 

                                                        令和 年 月 日 

 

 

 山 梨 県 知 事 殿 

 

市 町 村 長    印 

 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金概算払請求書 

 

 令和○○年○○月○○日付け第○○号で交付決定のあった親元就農者経営安定支援事業費補助

金について、同補助金交付要綱第６条第２項の規定により次のとおり概算払いを請求します。 

 

 １ 概算払請求額             円 

 

 ２ 内    訳 

補助金 

交付決定額① 

既概算 

交付額② 

差引額 

①－②＝③ 

今回 

概算請求額 
備  考 

     

  

３ 概算払請求の理由 

 

 

 

 

 ４ 支払いの方法      

         口座振替 

     金融機関名                        

                  本店・支店（支店名         ） 

        預金種別    当  座  ・ 普  通 

         口座名義                         

         口座番号   No.     



 

 

様式第６号（第７条第１項関係） 

                            番         号 

                            令和 年  月  日 

 

 

山 梨 県 知 事    殿 

 

 

市 町 村 長     印 

 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金事業遂行状況報告書 

 

  令和○○年○○月○○日付け第○○号により補助金の交付決定の通知があった親元就農者経営

安定支援事業費補助金について、同補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり事業遂

行状況を報告する。   

 

１ 事業遂行状況（ 月末現在） 

 

計画事業費 

 

Ａ 

 

出来高事業費 

 

Ｂ 

 

進 捗 度 

 

Ｂ／Ａ 

 

残高事業費 

 

摘 要 

 

 

 

  

          円          円          ％        円  

 

２ 事業開始年月日      年  月  日 

 

３ 事業完了（予定）年月日  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第７号（第８条第１項関係） 

                          番         号 

                            令和 年 月  日 

 

山 梨 県 知 事    殿 

 

市 町 村 長    印 

 

令和○○年度親元就農者経営安定支援事業費補助金実績報告書 

 

  令和○○年○○月○○日付け第○○号により補助金の交付決定の通知があった事業について、別

添のとおり実施したので、親元就農者経営安定支援事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定によ

り、その実績を報告する。 

 

 １ 補助金の額       円 

 

 ２ 添付書類 

  （１） 事業実績報告書（別紙１に準ずる） 

            ※軽微な変更があった場合においては、容易に比較対照できるよう変更部分を二

段書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。 

 

  （２） 事業費の根拠となる支払経費毎の内訳を記載した資料、帳簿の写し又は補助金調

書の写しのいずれかを添付すること。 

また、このほか交付申請書又は変更承認申請書に添付したものに変更があったも

のについては、必要書類を添付すること。 

 

（３） 知事が必要と認めるもの 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


